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要旨
新規学卒就職者を就職時の学歴から時代別に区分す
ると
第Ⅰ期：中学卒業生が新規学卒就職者の中心であった時代
(1950年代初期～1960年代中期)
第Ⅱ期：高校卒業生が新規学卒就職者の中心であった時代
(1960年代中期～2000年初期)
第Ⅲ期：大学等(短大、専修学校専門課程を含む、以下大学
等と略す)、後期中等教育以後の学校卒業者が新規
学卒就職者の中心になった時代(2000年初期以後)
に大別できる。このうち第Ⅱ期は、新規学卒就職者
の中で高卒就職者が最大多数であった1960年代中期か
ら2000年初期までである。この時代は「高度成長期」
からバブル経済が崩壊し「平成不況」といわれ、新規
学卒者が就職難で苦労した頃までの時期である。
第Ⅲ期は新規学卒就職者の中心が大学等の卒業生に
なった2000年代初期以後の、高卒就職生の就職率が
10％台になる2010年代中期までである。
しかし、2015年段階で就職率は普通科高校(以下普通
高校と略す)卒業生の8.7%に対して、専門高校の「職
業を中心とする学科」の中で、工業課程を設けている
高校(以下工業高校と略す)は66.7%である。本論は工
業高校における職業指導を、関西地区の工業高校に焦
点を当て、全国的な傾向と比較しながら、第Ⅱ期、第
Ⅲ期の就職者の職業紹介、就職率、就職先の職業、事
業所規模の変化について論及する。
１.高校の職業紹介と職業指導
職業安定法(以下安定法と略す)第４条に『「職業紹
介」とは、求人及び求職の申込みを受け、求人者と求
職者の間における雇用関係の成立をあっせんすること
をいう。』と定められている。また同法第４条②には
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『「無料の職業紹介」とは職業紹介に関し、いかなる名
義でも、その手数料又は報酬を受けないで行う職業紹
介をいう。』、同法４条③には『「職業指導」とは、職業
に就こうとするものに対し、実習、講習、指示、助言、
情報の提供その他の方法により、その者の職業に適合
する職業の範囲を容易にさせ、及びその職業に対する
適合性を増大させるため行う指導をいう。』と記されて
いる。高等学校を卒業して就職する生徒の職業紹介お
よび職業指導は、この法律を根拠にして行われている
が、この無料職業紹介のシステムについても法からみ
ると３区分に分けられる。
１．安定法第26条の規定による職業紹介
公共職業安定所がすべての職業紹介を行う方法であ
る。基本的にはこの条文が新規学卒卒業者の職業紹介
の原則である。現在は新規中学卒業生の就職者と一部
の定時制高校の在籍生徒の職業紹介がこれを根拠にお
こなわれている。
２．安定法第27条の規定による職業紹介
学校が公共安定所の業務の一部を分担して職業紹介
を行う方法である。分担する業務は以下の６点である。
①求人の申込みを受理し、かつその受理した求人の
申込みを公共職業安定所に連絡すること。
②求職の申し込みを受理すること。
③求職者を求人者に紹介すること。
④職業指導を行うこと。
⑤就職後の指導を行うこと。
⑥公共職業能力開発施設(職業総合開発大学校を含
む)への入所のあっせんを行うこと。
３．安定法33条の２の規定による就職紹介
学校が安定所に届出ることにより、自らの事業とし
て無料職業紹介業務を行う方法である。大学での職業
紹介はこれに依拠し業務を行っている。
高等学校就職者の場合は第27条、33条の２に基づき
業務を行っている学校が多いが、就職者の少ない学校
では第26条に依拠している学校もある。工業高校の場
合、ほとんどは33条の２に依拠して業務を行っている。
特別支援学校高等部の場合は第27条に依拠している学
校が多い。
２.工業高校での職業指導
１.第Ⅰ期の工業高校卒業生の職業指導
新制高校発足時から新規高卒就職者数が中卒就職者
を超えた1960年代初期までは、工業高校卒業生の就職
先は、株式一部上場など、大手事業所の「中堅技術者」
として就職する者が多かった。国勢調査からみれば
1960年における15歳以上の最終学歴は義務教育修了者
が63.2%、後期中等教育修了者が22.1%、高等教育修
了者が5.1%、その他(未就学者も含む)9.6%である。
高校進学率は1954年で定時制高校の進学者も含めて
50%を超したばかりである。当時の社会的・経済的な
環境の下で、全日制の高校に進学できる生徒は少数で
ある。大学進学率も同世代の若者に占める比率は小さ
い。大卒就職者が事業所の幹部候補生として採用され
るなかで、工業高校の卒業生は将来的に、多数の中卒
労働者を管理する中間管理職としての役割を果たして
いた。技術者としての視点からみると、大卒就職者は
研究開発業務に従事する者が多いのに対して、工業高
校の卒業生は設計部門や生産技術関係を担当する職務
に従事した。また、研究開発部門の補助的仕事に従事
しながら研究開発や設計部門の技術者としての道を進
む者もいた。??
２.第?期の工業高校卒業生の職業指導
第Ⅱ期は、1960年代中期から2000年頃までの、高卒
就職者が新規学卒就職者の中で最大の供給源となった
頃である。この時期は、前半期と後半期の２期に分け
てその特徴を把握できる。
１.前半期(1960年代中期から1970年代中期)
前半期は学卒就職者が高卒中心になったとはいえ、
中卒就職者の数も高卒就職者に継ぐ位置を占めていた。
卒業生の就職先は途中に石油ショックなどがあり、一
時求人数が減少する時期もあったがこの時期は「高度
成長期」であり、中卒就職者は「金の卵」、高卒就職者
は『銀の卵』とマスコミに喧伝され貴重品扱いであっ
た。とくに、工業高校の就職者への求人倍率は求職者
の何倍もある時期が続いた。高卒求人は普通科も含め、
全学科で1967年から1977年まで連続して２倍以上あっ
た。ピーク時の1970年は６倍近くもあった。??
経済成長にともない高校への進学希望者が増加した。
さらに産業界の要請もあり、不足する若年労働者を充
足するために、職業を中心とする学科のなかでも、工
業高校が多く新設された。1955年には394校で約23万人
の工業高校は、1970年には923校で約56万人となり、
1955年比では2.5倍になる。1960年から1970年までの10
年間、全高校に対する専門高校の「職業を中心とする
学科」の割合は、40%を超えた。新規工業高校卒業生
の専門的技術的職業従事者は1960年に22.9％であった
のが、1965年には8.8％、1970年には4.5%と減少する。
高卒就職者が中卒就職者の代替者としての傾向が強く
なっていく。??
この時期「青田刈り」の言葉があるように、卒業生
への事業所の求人活動は３年生の４月末ごろから始ま
り、５月の連休明けから採用試験が始まった。５月末
になると希望者の多くが内定した。内定生徒はその安
心感から学業に集中しなくなる者もあり、高等学校の
授業が円滑に進行しないなど生徒指導上の問題が生じ
ることになる。とりわけこの時期の職業紹介は現在の
ように統一した応募用紙ではなく、各高校は事業所か
ら来るパンフレットなどの案内だけに頼っていた。職
業紹介は学校の進路指導主事と事業所の人事担当者と
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の「実績関係」で決まることも多く、生徒に選択させ
るというより、指導の名の下に「押し付け」ともいえ
る職業紹介がなされることもあった。??
求人の応募用紙は企業が指定した用紙に記載される
ようになっており、本人の適性とか能力に関係のない
事項を記入させるものも相当数あった。Ｏ県の公立高
校に来た1970年度の求人のうち、家庭の状況、地域、
親の職業など本人の責任に依拠しない属性的な内容を
記入させる応募用紙が何件もあった。書類選考で不合
格になる生徒もあり、その理由を学校から問い合わせ
ても曖昧な返事しかないものもあった。この問題が高
等学校の進路指導担当者の最大の関心事となり、全国
的に就職の応募用紙を統一し、書類だけによる選考や、
本人の能力・適性などの以外の属性が、採用に利用さ
れないようにする取組みが進路保障として始まった。
最初は関西地区などを中心に取組まれたが、最終的に
は文部省が1971年に４月に各都道府県に「高等学校の
就職応募用紙の統一について」とする通知を出した。
その後、行政や学校進路担当者など関係者の努力によ
り、1973年に全国的に統一した用紙が完成し、統一応
募用紙として使用されるようになった。??
就職紹介が統一応募用紙を使用して行われるように
なった時期より今日に至るまで、工業高校の職業指導
と職業紹介の業務は第１表に示したプロセスで行われ
ている。
ただ、2000年初期の平成不況といわれる時期から、
それまで応募は１人１社であったのを１人複数の応募
を可能に変更した。求人数の多い大都市圏は２次応募
の段階から１人２社の応募を可能としているのに対し
て、求人数の少ない県は、９月の応募段階から鳥取県
の１人２社、秋田県や沖縄県の１人３社のように、複
数応募を可能にしている。
２.後半期(1970年代中期から2000年代初期)
後半期は、中卒就職者が激減する時期である。1963
年で約75万人の新規中卒就職者は、10年後の1973年に
は約10万人になる。同年の新規高卒就職者は約70万人
である。製造業において高卒就職者が中卒就職者の代
替要員としてみなされる傾向が前半期以上に強くなる。
工業高校から専門的技術的職業に従事する生徒が徐々
に減少する。高卒就職者を中卒就職者の代替要員とし
て採用をはじめたのは、高校進学率が比較的早く高く
なった首都圏や関西圏の大手事業所が始まりであ
る。??
第２表に全国の工業高校職業別就職者数の全就職者
に対する比率を示す。1970年代から専門的技術的職業
に従事する卒業生が減少する。
1974年に高校進学率が90%を超し、1975年に専修学
校専門課程?専門学校>が、進学、就職に加えて第三
の進路として確立されると、それまで就職していた普
通高校の卒業生の多くは専門学校に進むことになる。
普通高校は大学や専門学校などへ進学する学校であり、
工業高校は就職する学校であるとされ、普通高校を志
望する生徒が増加する。工業高校の志願者の「学力」
が相対的に低下する。??
1990年に579万人の高校在籍生徒数は、少子化が進
み、2000年には435万人と100万人以上減少する。工業
高校の在籍生徒数も1970年度の約60%、797校約36万人
となる。
1998年に工業高校の全高校の学科数に対する「職業
を中心とする学科」の学科数の比率は21.2%になる。
専門高校における進路指導の変化
第１表 就職希望者に対する指導日程
入社日の確認、卒業式後の研修日などの内容確認３月
入社までの指導２月
進路変更生徒の指導、保護者懇談会12/１月
採用未定者の指導と応募（受験先の確保）11月
職業安定所との業務連絡会、採用内定者の承諾書発送、採用未定者の指導と応募10月
＊応募書類の点検との発送、模擬面接実施、採用試験開始、生徒受験報告書の点検９月
求人票を生徒に公開、職場見学、受験事業所の選定、校内推薦委員会、生徒個人指導・相談８月
求人票受付開始、求人票の見方、応募方法の指導?統一応募用紙の趣旨と記入方法など>７月
就職模擬試験実施、生徒対象就職説明会、保護者懇談会、生徒個人指導・相談６月
職業安定所との業務連絡会、生徒対象進路説明会（進学も含む）５月
進路希望調査、職業適性検査及びレディネステスト実施４月
指導内容日程
＊1990年代後期までは原則１人１社応募であったが、2000年代初期の高卒求人減少期より１人複数社
応募に変更した県がある。
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商業学科の減少が約40%ともっとも著しく、総合学科
などに学科を変える学校が増加する。
工業高校は2000年段階で、それまでの商業科を超し
「職業を中心とする学科」に在籍する生徒数の中で最
大となる。第Ⅱ期、第Ⅲ期を中心に全国の工業高校就
職者の専門的技術的職業従事者数の推移を第２表に示
す。1970年代中期から1980年代に専門的技術的職業従
事者が減少している。
第３表に第Ⅱ期のＸ県Ａ工業高校への求人事業所数
と求人数の変化を示す。2001年から2005年は平成不況
の最中である。非正規雇用の職種につかねばならない
新規学卒者の増加した年である。しかし、Ａ工業高校
の就職先で見る限り、求人倍率は求職者に対して2.5倍
以上あり、全員正規雇用として採用されている。
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100123(10)34(9)3356(1)合 計
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第４表 Ｘ県Ａ工業高校 学校紹介による就職者の職業別就職者数 (2001年度)
第３表 Ｘ県Ａ工業高校への求人の変化卒業生の進路
136182185182186248232249231218250卒 業 生 数
10312411810610114315917817919232就職者数(全)
97115999877123123148130154204就職者数(学)
3568597214082783773836077889131498求 人 数
4536185513292342773244876446991055求人事業所数
20092008200620042002200120001998199619941993年度
就職者数(学)は学校紹介によるもので全員正規雇用である。就職者数(全)は縁故、家業を含む。
?１ 高卒者就職者が中卒者を超す。?２ 高卒以後の学歴者が高卒就職者を超す。?３ 大卒就職者が高卒就職者を超す。
専門的技術的職業従事者が最低となったのは第Ⅱ期で1968年、第Ⅲ期で2003年である。学校基本調査より抽出。
11.010.09.98.57.36.02.93.43.74.1専門的技術的職業（％)
2009200820072006200520042003200220012000卒業年度
4.45.5??5.55.99.19.610.112.511.510.4専門的技術的職業（％)
1999199819971996199519941993199219911900卒業年度
8.37.56.86.85.65.97.06.1??5.35.3専門的技術的職業（％)
1989198819871986198519841983198219811980卒業年度
4.76.96.96.46.04.34.24.65.54.5専門的技術的職業（％)
1979197819771976197519741973197219711970卒業年度
4.23.44.05.88.8??14.215.416.515.222.9専門的技術的職業 (％)
1969196819671966196519641963196219611960卒業年度
22.917.020.621.325.3－－－－－専門的技術的職業 (％)
1959195819571956195519541953195219511950卒業年度
第２表 第?期及び第?期における全国工業高校就職者の専門的技術的職業従事者の推移（1955年～2000年)
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第４表は就職氷河期の求人数が最低時期の2002年に
おけるＸ県Ａ高校の職業別就職者数の一例である。第
５表に生徒の就職先の資本金から見た事業所規模を示
す。中小事業所の就職者の比率が増加している。
３.第Ⅲ期?2000年代初期から2010年>の工業高校
における職業指導
第Ⅲ期は2000年初期以降2010年代中期に至る時期で
ある。2000年の国勢調査では、15歳以上の就労者の最
終学歴の割合は、義務教育修了者が22.0%、後期中等
教育修了者が41.6%、高等教育修了者が24.6%、その
他が11.6%である。その他には不明及び未就学者を含
んでいる。1998年に新規大卒就職者と高卒就職者の数
が約40万人と拮抗する。その後、高卒就職者数は減少
を続け2015年度卒業生では大卒就職者は409,705人、高
卒就職者は187,571人である。大卒就職者の約半分にな
っている。同年、全高卒就職者中に占める工業高校就
職者数は54,401人で、その比率は高卒全就職者の約30
％になる。実数で最も多いのが普通科卒業生で67,711
人である。
しかし、工業学科の就職希望者は全国平均で66.6%
であるのに比して、普通科の場合は8.7%である。就職
率の高いのは工業高校である。この工業高校の就職の
現状を就職率、就職先の職種、就職先の雇用形態の３
点から明らかにしたい。
第１点の就職率であるが、2011年３月末の関西地区
の都市地域にあるＸ県立高校の就職状況を、第６表に
示した。工業高校５校と普通高校５校、総合学科高校
を３校抽出した。普通高校のＡ校とＤ校は地域の代表
的な進学校といわれる学校である。Ｂ校、Ｃ校、Ｅ校
は就職者の比較的多い普通高校である。工業高校のう
ちＡ校は、大正初期の創立である。あとは昭和初期か
ら中期の創立校である。これをみると傾向が明確であ
る。進学者が多いとみられる普通高校の就職者は皆無
に近い。反対に就職希望者の多い普通高校の就職率は
低い。普通高校を卒業して就職を希望する生徒の問題
専門高校における進路指導の変化
第６表 Ｘ県新規高卒就職者の内定状況（2011．３末段階)
91.85623.5％61260総合Ｃ
55.13834.1％69202総合Ｂ
85.97937.7％92244総合Ａ
71.06649.2％93189普通Ｅ
－０0％０315普通Ｄ
75.02714.5％36248普通Ｃ
53.22532.6％47144普通Ｂ
－０0％０313普通Ａ
100.015865.0％158243工業Ｅ
100.013160.0％131234工業Ｄ
93.716068.9％162235工業Ｃ
100.016959.3％169285工業Ｂ
96.012049.4％125253工業Ａ
就職率就職決定者就職希望率就職希望者数卒業者数学科別
就職希望率 就職者/全生徒数 伊藤の聞き取り調査より作成した。
第５表 Ｘ県Ａ工業高校資本金別就職者数
115999877123148130154204246学校紹介就職者数
22.6％22.6％39.9％41.5％56.9％42.5％41.9％45.0％17.3％24.9％5000万円未満
11.3％20.8％11.2％10.4％10.6％11.6％12.5％17.3％13.7％11.5％0.5億円以上１億円未満
17.4％19.8％17.3％18.2％10.6％15.1％12.5％14.8％15.2％14.2％１億円以上５億円未満
14.8％12.3％11.2％6.5％7.3％13.0％8.8％9.3％14.2％13.4％５億円以上50億円未満
2.6％1.9％3.1％2.6％1.6％02.2％0.6％2.0％6.3％50億円以上100億未満
30.4％22.6％17.3％20.8％13.0％17.8％22.1％12.4％26.0％29.7％100億円以上
2008200620042002200019981996199419921990就職先事業所の資本金
(）内は女子内数 非正規雇用者は０名 公務員等は100億円以上に含む
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が浮かび上がってくる。
つぎに第２点の就職先での職種である。第７表に第
Ⅲ期の全国の工業高校就職者の職業別就職割合を示す。
第８表にＸ県Ａ高校の職業別就業者の変化を示す。専
門的技術的職業の従事者は全国平均より高いが、2000
年初期の不況期に低くなる傾向は似ている。最大の就
職者は生産工程作業者であるが、この職種の内容が
2000年代に入り大きく変わっている。
その最大の点は生産現場への「新技術」導入である。
2003年３月のJIL調査によればこの５年間に生産現場
への「新技術」の導入は、調査した464事業所中「かな
り導入した」が25.６％、「一部導入した」が51.5%で
ある。合計すると77.1％の事業所が新しい技術を導入
したと回答している。??なかでも一般機械器具製造業
では「かなり導入した 37.7%」、「一部導入した 44.2
％」と合計 81.9%と最高である。この「新技術」を導
入することにより技能工・生産工程作業者に必要にな
った能力についての事業所の回答の上位をあげると
１．プログラミングの条件設定等ソフトの能力 57.4％
２．機械設備のメンテナンス及び改善の能力 52.3％
３．品質管理の能力 38.6%
４．設備技法等の生産システムの原理、機構の知識 30.4%
５．図面が読め、作図する能力 23.3%
６．製造管理の能力 22.7%
７．製品の測定及び検査の能力 21.0％
である。ここにあげた能力は、１のプログラミング能
力を除けば生産現場で、情報技術が導入される以前か
ら、研究開発技術者や設計・製図技術者と現場の技能
工をつなぐ生産技術者としての業務である。
これは第Ⅰ期の段階では「中堅技術者」とよばれた
工業高校の卒業生が従事した仕事である。近年工業技
術の高度化により、この分野の業務内容が拡大・高度
化し別名「テクニシャン」とも呼ばれる生産技術者の
必要性が増大してきた。この業務内容は事業所により
差はあるが、生産現場において上記の１から７までの
業務をこなせる技術者として定義できる。筆者は「テ
クニシャン」を生産の作業現場における技術者という
意味で「生産技術者」とするのがより実態に合うので
はと捉えている。したがって本論では生産技術者とし
て取り扱う。工業高校卒業者の就職先の職種は第７表
の専門的技術的職業以外に、生産工程作業者が大半で
あるが、その就職者の相当数が現場での生産工程作業
者の経験を経て生産技術者への道を歩んでいることを、
関西の一部の上場企業ではあるが、筆者の調査で明ら
かにしている。??
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第７表 第?期における全工業高校卒業者の職業別就職割合（文部科学省学校基本調査より抽出)
32.8%27.5%28.5%16.5%15.5%12.7%－－27.5％－－そ の 他 の 職 業 従 事 者
57.0％63.1％61.4％72.5％75.3%78.1％－－63.1％－－技能工・生産工程作業者
10.2％10.1％11.0％10.0%9.9%7.3%6.6％6.0％2.9％3.4％3.7％専門的・技術的職業従事者
20122011201020092008200620052004200320022001
第８表 第?期のＸ県Ａ工業高校の就職先職業変遷
(8)(21)(23)(19)(21)(18)(25)(18)（22）(25)
136182186185186185178186248232
卒 業 生 総 数(人)
1(0)7(0)11(4)19(3)12(4)10(4)20(4)25(5)20(5)19(6)縁故就職/受験準備(人)
25.733.023.324.524.220.417.923.418.814.6大規事業所就職率＊(％)
32(4)52(3)60(7)67(6)65(5)74(5)74(7)81(6)105(5)86(9)大 学 等 進 学 者 数(人)
103(4)123(18)115(12)99(10)101(12)98(9)84(14)77(7)123(12)123(10)学校紹介就職者数(人)
4.10.92.63.81.85.13.66.66.56.6そ の 他 の 職 業(％)
3.14.31.72.82.001.25.24.03.3運輸・通信の職業(％)
3.10.92.65.610.25.17.17.88.97.3販売サービスの職業(％)
70.175.672.271.868.879.678.67468.768.2生 産 工 程 作 業 者(％)
19.618.320.916.017.210.29.56.512.914.6専門的技術的職業(％)
2009200820072006200520042003200220012000卒業年度
＊資本金50億円以上の事業所就職者の全就職者に対する比率 （ ）：女生徒数
伊藤の学校訪問による聴き取り調査及び学校要覧から作成した。 大学等進学者には就職進学者を含む。
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この生産技術者の供給源として、JILの調査でも第
９表に示したように、工業高校は「大変重要である」
「重要である」を合計して90.6%である。製造業関係
者が期待していることが読み取れ、「その他の学科」の
高校卒業生の24.0%と比較して相当開きがある。これ
は工業高校で専門的な学習も含めて、卒業生に対する
生産現場の要求が高いことを表しているのではないか
と捉えられる。在職者からの供給について第10表に示
す。
全国的に見て、工業高校の新規卒業生の専門的技術
的職業従事者は2010年代に入り増加傾向にある。これ
は不足する生産技術者を補完するには、生産工程の作
業も経験し、技術的職務もこなせる人材の養成が新技
術導入により、製造業の急務となっているものと捉え
られる。高度成長期には、生産工程作業者は工業学科
以外の卒業生でまかなえるとした事業所もあったが、
近年の作業内容の高度化により、工業高校の卒業生が
見直される状況が生まれてきている。
筆者は製造業における技術者を研究開発技術者、設
計・製図技術者、生産技術者、製造技術者(かつての技
能工)、検査技術者、据付・調整技術者、保守点検技術
者、ソフト技術者と区分してきたが、80年代後期より
「この数年一口に技能者といわれてきた製造技術者層
は、その作業内容において、コンピュータ関連機器と
組み合わせて使用されるものが多くなり、一定の工学
的知識の必要性が増大してきている」と指摘してきた
が、その必要性は2000年代に入りより高くなっている。
この職務は、現場作業の経験が必要で、業務に対する
身体的能力と併せて技術的知識が必要である。製造業
の生産技術者の道に進む人材の供給源として、技能経
験者のある在職者として工業高校卒業生に期待してい
ることが分かる。???
工業高校卒業生の就職先は製造業が圧倒的であり求
人も多い。工業高校が選ばれる理由についてはその教
育内容もあるが、近年の技能職や技術職は一人前にな
るのに10年近くかかる。「物つくり」に興味、関心、意
欲がなければ勤まらない。工業高校の卒業生はその点
は心配のない生徒が多いことが評価されている。???
第３点は工業高校卒業生の就職先の雇用形態である。
2007年度文科省調査では男性で正社員比率が高いのは
専門・総合高校卒が男性で77.9%、女性で66.7%、普
通高校卒で男性は50%、女子で26%と専門高校卒が高
いが、専門高校の中で工業高校の正社員比率をみれば
筆者の調査したＯ県の５校はすべて95％以上である。
地域差はあっても、工業高校の場合は平均90％にはな
るだろう。一方、総合学科の正社員比率は普通科で就
職する生徒の比率に近いと推定される。
その原因は雇用先の業種に影響される。2012年の厚
生労働省の就業構造調査によれば正規雇用率の高い業
界は第11表のようになる。情報通信業と製造業が多い。
工業高校の卒業生の大半は製造業である。一方普通科
や総合学科の場合は、製造業に就職する生徒の比率が
低く、卸・小売やサービス関係に就職する者が多くな
る。この業界は従業員の正規雇用率が低いことも非正
規雇用が多くなることと関係していると捉えられる。
結言
工業高校卒業生の職業指導について就職先の職種、
専門高校における進路指導の変化
第10表 一般製造業における生産技術者供給源の重要性（在職者対象）JIL464事業所調査より
65.6％87.5％87.5％計
50.0％53.1％53.1％重 要 で あ る
15.6％34.4％34.4％大変重要である
中途採用者から供給技術者の一部から供給技能労働者から供給在職職種
第11表 業界別の従業員の正規雇用率（2012年厚生労働省就業構造調査より作成)
26.7％43.0％50.0％60.9％67.9％73.7％73.7％81.7％正規雇用率
宿泊飲食
サービス
生活関連
サービス
卸・小売医療福祉運輸郵便金融保険業製造業情報通信業
第９表 一般製造業における生産技術者の供給源の重要性（新規学卒対象）JIL464事業所調査より
24.0％65.7％84.4％90.6％96.9％計
21.9％46.9％34.4％62.5％50.0％重 要 で あ る
3.1％18.8％50.0％28.1％46.9％大変重要である
工業以外の高校専門学校大学工業高校工業工専学校種別
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事業所規模、就職率の変化を調査研究し、今日の工業
高校の現状について考察した。工業高校の卒業生の就
職率は新制高校の発足以来今日に至るまで、他学科の
卒業生と比較して高率である。これは就職先と産業界
の結びつきが強い学科であることからも理解できるが、
問題は職種である。専門的技術的職業に従事する卒業
生は第Ⅰ期の「中堅技術者」の養成を中心とする役割
から、第Ⅱ期は技能工・生産工程作業者として、それ
までの中卒技能者の代替となる傾向が強くなった。
しかし、第Ⅲ期になると単純技能作業はロボットな
ど各種電子機器の導入により減少するなかで、生産工
程の作業水準が高度化した。各種製造機器の操作・修
理などの職務は一定の現場経験と技術的知識がないと
勤まらない。この現場作業に習熟し、作業に関連する
技術的知識をもった業務に従事する生産技術者として
工業高校の卒業生に対する期待が増加している。これ
は、一定の習熟した身体的技能的能力を必要とする点
で、専門学校や大学の卒業生では、簡単に代替できな
いだろう。それを行うためには、教育カリキュラムを
再検討する必要がある。その理由は、工業高校のハー
ドな実習で取組まれる「物つくり」に対する卒業生の
意欲、興味、関心、手先の器用さ、感性なども含めた
「隠れたカリキュラム」の存在がある。今後の工業高
校に期待される方向は、生産技術者の養成が中心であ
ることを示唆していると捉えることができるのではな
いか。
注
１）伊藤一雄「職業と人間形成の社会学」ｐ34～41 法律文化
社 1998
２）厚生労働省新規学卒者(高校)就職紹介状況(2011調査)では
1962年～1998年で高卒求人が最高を示したのは1970年で約
６倍である。2001～2005年頃までは求人数と求職者数が拮
抗する就職難の時期である。
３）原正敏「工業高校教育の専門性」技術と教育 pp４～６
1979 16号 1963年には男子技能工生産工程作業者の学歴
は中卒者が全体の70％、高卒者が29.5％であったが、1975
年には中卒者20.6％、高卒者77.4％と逆転している。また、
文部科学省学校基本調査では、学科別生徒数の構成割合か
ら1960年から1970年までは40％を超えているが、その後は
減少し1985年には20％台になる。2008年に19.9％となり、
その後10％台が続いている。
４）1960年度のＸ県Ａ高校の卒業生に卒業時に就職先をどのよ
うにして決めたかとの筆者の問いに、10名中８名までが、
進路指導の教員又は担任教員に指示されたとこたえた。ま
た、推薦する事業所に就職しないならば学校からは紹介し
ないと言われた卒業生もいた。この８名はいずれも資本金
100億円以上の事業所勤務である。
５）第25回京都高等学校進路保障研究集会資料(1978.2)Ｓ県事
業所976社のうち、統一応募用紙以外を使用した事業所116
社、身元調査86社、家庭の資産を聞く114社、家族の収入を
聞く412社、思想信条を聴く83社などが上げられている。
６）宮地誠哉「中等教育と職業生活」川島書店1978 ほか前掲
書⑶でも新規高卒就職生が中卒代替労働者として採用され
る経過が述べられている。
７）依田有弘 「東京都における高校職業教育の展開」千葉教
育大学研究紀要 第58巻 ｐ219 2010
東京都の学科別入学学力検査平均点では入学生の成績は普
通高校男子の生徒の平均を100点とした場合、工業高校男子
1957年では92.6点であるが、1972年なると67.4点に低下し
ている。
８）JIL研究報告書35 「技術革新の進展に伴う技能変化に関
する報告」1992 10、『テクニシャンの存在と意義』
前傾書⑴では、JIL研究報告書で「テクニシャン」として区
分した技術者を、生産技術者とソフト技術者として区分し
ている。生産技術者にはソフト設計技術の能力は含んでい
ない。
したがって、テクニシャン＝生産技術者＋ソフト技術者
とすればよいと捉えることができるが厳密に区分すること
は困難である。
９）伊藤一雄 「技能労働者から生産技術者へのキャリア形成
訓練－1990年代のＳ社の社内訓練を中心として」
キャリア教育研究 24巻２号 2006
10）伊藤一雄 「技術者養成としての工業高校－専修学校との
比較の中で－」 月刊「高校教育」12月号 pp65-67 1985
11)2013年筆者が聞き取り調査した東大阪地区の中小事業所の
経営者10人からも、工高生は学力と言うより、「物つくり」
に対する興味、態度、「感性」、工高時代の実習などで慣れ
ているためか油仕事に抵抗がない。など肯定的な回答が多
かった。
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